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難所､ 応急仮設住宅､ 復興住宅など､ 重点的な
保健活動の支援の場所も時間とともに変化をし
ます (図３)｡ また､ 保健活動には現状の課題
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とは ｢有病者､ 高齢者､ 障がい者､ 乳幼児・妊
産婦､ 或いは日本語が理解できない外国人など｣
と定義され､ 介護保険では要介護 (３度以上)､
障がいでは身体障がい (１, ２級)､ 知的障が




































します｡ 具体的な疾患名では､ 精神疾患､ 認知













行政が行う部分が ｢公助｣ ですが､ 災害の規模
に比例して公助支援にも限界が生じます｡ 個々



































































































































































響が加わった､ 人､ 家族､ 地域への､ より高度
な専門性の発揮が求められます｡ 環境要因を含
めた健康への影響や本質的な課題を的確に捉え､
より専門的な支援へとつなげることができる､
状況に応じた的確な判断や応用可能なスキルの
向上と､ 連携の要となる地域や専門職間のネッ
トワークの強化を図ることが全ての職場に所属
する看護職に求められています｡ 今後､ 大きな
被害をもたらす自然災害の発生はないことを何
よりも願いますが､ 他都市の被災であっても､
その地域では何が起こったのか､ 看護職として
何が求められているのかに関心を寄せ､ 知識や
技術を高め続けていただきたいです｡
本日は長時間にわたりご清聴をいただきあり
がとうございました｡
参照 (媒体資料ＰＤＦ)
１) 神奈川県平塚保健福祉事務所http://www.
pref.kanagawa.jp/uploaded/attachment/3140.
pdf
２) 神奈川県大和保健福祉事務所http://www.
pref.kanagawa.jp/uploaded/attachment/2284.
pdf
― 6 ―
